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第１条  事業所における高齢者虐待防止に関する基本的考え方  

訪問介護事業所くおら（以下「事業所」という。）は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律」（以下「高齢者虐待防止法」という。）及び関係法令の趣旨を踏ま

え、すべての利用者の尊厳を守り、その人らしい生活を支えることを事業所の使命とする。  

事業所は、訪問介護というサービスの特性上、従業者が利用者の生活の場に単独で立ち入る機会

が多く、虐待の発生を防止するとともに、養護者（家族等）による虐待やセルフ・ネグレクト

（自己放任）の兆候にいち早く気づき、適切に対応できる立場にあることを自覚し、全ての職員

が本指針に従い、日々のサービス提供にあたるものとする。  

本指針における「虐待」とは、下記の行為をいい、事業所はこれらの発生の防止に努める。  

① 身体的虐待：暴力的行為等により利用者の身体に外傷や痛みを与える又はそのおそれの

ある行為を加えること。また、正当な理由なく身体を拘束すること。  

② 介護・世話の放棄・放任（ネグレクト）：意図的であるか結果的であるかを問わず、行

うべきサービス提供を放棄・放任し、利用者の生活環境や心身の状態を悪化させること。  

③ 心理的虐待：脅し、侮辱、無視、著しい暴言等により、利用者に著しい心理的外傷を与

える言動を行うこと。  

④ 性的虐待：利用者にわいせつな行為をすること又は利用者にわいせつな行為をさせるこ

と。  

⑤ 経済的虐待：利用者の財産を不当に処分すること、その他利用者から不当に財産上の利

益を得ること。  



なお、事業所は上記の虐待に加え、養護者による虐待及びセルフ・ネグレクトについても、訪問

時に気づいた場合は早期発見に努め、第５条及び第６条に定める体制により速やかに対応するも

のとする。  

第２条  虐待防止のための対策を検討する委員会（虐待防止検討委員会）に関する事項  

事業所は、虐待の発生の防止及び早期発見に加え、万一虐待等が発生した場合にその再発を確実

に防止するための対策を検討することを目的として、「虐待防止検討委員会」（以下「委員会」

という。）を設置する。  

１．委員会の構成員  

・管理者  印南 香織（委員長）  

・サービス提供責任者  印南 弘子（虐待防止担当者）  

・その他事業所の訪問介護員等（必要に応じて出席）  

２．開催頻度  

・定期開催：年２回（上期・下期に各１回）  

・臨時開催：虐待等が発生し、又はその疑いが生じた場合は、その都度速やかに開催する。  

３．委員会における検討事項  

① 虐待防止のための計画（研修計画を含む。）の策定に関すること  

② 虐待等の発生原因の分析及び再発防止策の検討に関すること  

③ 従業者が虐待等を発見した場合の対応方法及び報告体制の確認に関すること  

④ 虐待防止のための指針の見直しに関すること  

⑤ その他虐待の防止のために必要な事項  

なお、委員会は、事業所の規模を踏まえ、身体拘束等の適正化検討委員会その他事業所内の会議

体と一体的に開催することができるものとする。また、電話・オンライン会議等の方法により開

催することも差し支えない。  



第３条  虐待防止のための担当者に関する事項  

事業所は、虐待の防止のための措置（委員会の開催、指針の整備、研修の実施等）を適切に実施

するため、虐待防止担当者を置く。  

虐待防止担当者：サービス提供責任者  印南 弘子 

虐待防止担当者は、委員会の運営、研修の企画・実施、虐待等発生時の初動対応の統括及び関係

機関との連絡調整を行う。  

第４条  虐待の防止のための職員研修に関する基本方針  

１．事業所は、従業者の人権意識の向上並びに虐待防止に関する知識及び技術の習得を図るた

め、次のとおり研修を実施する。  

・定期研修：年１回以上実施する。  

・新規採用時研修：新たに採用した職員に対し、業務に従事する前又は従事した後速やかに

実施する。  

２．研修内容には、高齢者虐待防止法の趣旨、虐待の種類及び具体例、不適切なケアと虐待の関

係、身体拘束禁止の考え方、発見時の対応方法、記録の作成方法等を含めるものとする。  

３．実施した研修については、実施日、参加者、内容を記録し、事業所内に保管する。  

第５条  虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針  

１．従業者は、サービス提供中に利用者への虐待又はその疑いがある事実を発見した場合、直ち

に管理者及び虐待防止担当者に報告する。  

２．養護者（家族等）による虐待が疑われる場合、又は利用者本人によるセルフ・ネグレクトが

疑われる場合についても、同様に速やかに管理者及び虐待防止担当者へ報告するものとする。  

３．報告を受けた管理者及び虐待防止担当者は、速やかに事実確認を行い、必要に応じて委員会

を招集する。  

４．生命又は身体に危険が及ぶおそれがある等、緊急性が高いと判断される場合は、事実確認に

先立ち、直ちに市町村（高齢者虐待担当窓口）及び必要に応じて警察へ通報する。この通報は、



高齢者虐待防止法に基づく従業者の義務であり、通報を行ったことを理由に当該従業者が不利益

な取扱いを受けることはない。  

５．虐待の事実が確認された場合は、委員会において原因分析を行い、再発防止策を検討・実施

するとともに、必要な記録を作成し保管する。  

第６条  虐待等が発生した場合の相談・報告体制  

１．事業所内における相談・報告の窓口は、次のとおりとする。  

相談・報告窓口：サービス提供責任者  印南 弘子 

２．従業者は、虐待の発見に限らず、虐待につながりかねない不適切なケアや利用者・家族に関

する気になる兆候についても、日常的に窓口へ相談・報告できるものとする。  

３．事業所は、必要に応じて市町村の高齢者虐待担当窓口、地域包括支援センター、成年後見制

度に関する相談機関等の外部機関と連携を図るものとする。  

４．相談・報告を行った従業者に対し、そのことを理由とした不利益な取扱いを行わない。  

第７条  苦情解決体制との連携  

事業所は、利用者又はその家族からの苦情についても、虐待の早期発見につながる重要な情報源

として位置づける。  

苦情受付担当者：サービス提供責任者  印南 弘子 

苦情受付担当者は、寄せられた苦情の内容を確認し、虐待又はそのおそれがあると判断される場

合は、速やかに管理者及び虐待防止担当者へ報告し、第５条に定める対応を行う。なお、事業所

内での解決が困難な場合は、埼玉県国民健康保険団体連合会又は事業所所在市町村の相談窓口を

利用者に案内する。  

第８条  成年後見制度の利用支援に関する事項  

事業所は、判断能力が十分でない利用者について、財産管理や契約行為等における権利擁護の観

点から、必要に応じて成年後見制度の利用を利用者及びその家族に紹介し、地域包括支援センタ

ー等の関係機関と連携して利用支援に努める。  



第９条  身体拘束の禁止等 

事業所は、サービス提供にあたり、生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

利用者の身体的拘束その他の行動を制限する行為を行わない。緊急やむを得ずこれを行う場合

は、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録するも

のとする。  

第１０条  本指針の閲覧及び公表 

本指針は、事業所内に据え置くとともに、事業所のホームページに掲載する等の方法により、利

用者、その家族及び地域の方がいつでも閲覧できるようにするものとする。  

第１１条  その他  

本指針に定めのない事項及び本指針の解釈に疑義が生じた場合は、関係法令及び市町村の定める

ところによるものとし、必要に応じて委員会において本指針の見直しを行う。  

 

附則 

この指針は、令和８年７月１４日から施行する。  


